












「公害」問題 がひろが るに ともな って,「 公害」 とい う言葉 で表現 され る現
象は多様化 し,そ の意味はほ とん ど無規定的 と言 えるまでに拡 散 して しまって
いる。われわれ は ここでは問題 をいわゆ る 「産 業公害」に限定す るが,そ れで
もなおその多 義的 な性 格は変わ らない。 「公害」 とい う用語が 当初 に持 った定
義と,現 在使 われ てい る用語法 との間に もすでに大 きなギ ャ ヅ プ が あるこ と
は,識 者に よって早 くか ら指 摘 されてい る ところで ある。 「公害が人 災である
ことは明 らか だが,発 生 原因が不 特定 多数 であ る場合が多 く,現 象形態が被害
につなが るの には量か ら質 への転化 があ り,被 害その ものにっいて も,長 期 に
わた る間接的影響 に よるケースが少 な くない とな る と,被 害者Aを 発生要因X
に結びつけて賠償 ない しは補償 の請求権 を成立 させ るよ うな ことは,大 部分の
場合,不 可能 に近 い といって よいだろ う。公害 の性格 とは,実 は この よ うな も
のなのだo」(1)
もともと 「公害」 とい う用語 にふ さわ しい概念 は,こ こに言われ てい る よう
な不特定 多数 に よる一般市民への加 害 であって,多 数 の工場や家庭 の煤 煙に よ
る地域全 般へ の汚染 の よ うな もの一 ロン ドソのスモ ッグの ような一 を指す
はずの言葉だ った と考 え られ る。 この用語法に したが えば,公 害は人間生活め
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いわ ば総結果 であって,し た がってその解 決は社会全 般の責めに帰 す る ことに
な るで あろ う。 さしあたってその救済は行 政的 な方 法に よって行 なわれ るべ き
性質 の ものだ とい う解釈が,そ の中には予定 されてい ると言え る。工場地帯 の
煙害が 自覚 され なが らも,空 を覆 う黒煙が 「繁栄 の象徴」 とされ ていた産業社
会 の段階 では,そ の 「害 」は 「文 明」 の副産物 であ り,も し文明が一般的 な必
要 を あ らわす ものであ るとすれ ば,そ れに ともな う害 は,文 明を組織 し奨励す
る立場 にあ る行政 府が 「調整 」すべ き性格 の問題 とされ ていた,と 考 え られ よ
う。佐藤 前首相 が 「公害については自治体,企 業者,一 般 国民 のだれ もが,と
もに加 害者であ り,と もに被害者 であ る」(1970.8.15発言)と 語 ったのは,正 に
この よ うな行政府 の 「役割」 を 「自覚」 して いたか らであ った。
しか し今 日すで に特定企業 の産業活 動 の結果 として起 され る諸害が公害 とし
て追及 され,古 典的 な意味 で この公害は傍系的な もの とな ってお り,「 公害源
企 業」 とい う,古 典的 な概念か らは形容 矛盾 である用語 も定着 している。 もは
や定 義について の以上 のろ ロブ的な論議 は意味を持 たな い。 しが し,、この定 義
と実 態 とのギ ャップか ら,わ れわれは現代 の公害につ いての重要 な視点 を見出
す こ とがで きる。
,第1に,特 定企業 の 「私害 」であるはず の ものが 「公害」 として問題 にされ
る よ うにな った こ とは,本 来個別的 な犯罪 であるはず の も の で,法 的に 「解


















連を通 じて この課題 の一端に こた え ようとす る試 みであるが・公害問題 が提起'
している課題の広が りは,実 に社会科学の全領域にひろが り,かつ根本的な性
格であることから,と りあえず労働組合運動をめぐる論議の意味を探るという
範囲の検討に終らざるを得ないことを,あ らかじめ断っておきたい。
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公害 を発生 させ るに いた った技術 の性格あ るいはその充用 の様式,つ ま り産業
の管理 のあ り方 にかか わ らしめて追及 され るべ きであ り,国 民生活 の福祉を助
長 し1人 間社会の可能性 を切 り拓 くもの としての産業 の発 展の方向 が模索 され
るべ きである。
資本 主 義経済 の中での産業 のあ り方 は,し か しなが ら,産 業のあ り方 につ い
て のあ る理念が直接的 に実体 化 され る ような目的意識的 な ものでは な く,そ れ
に関与す る諸主体 の社会的 関係 に もとつ く個別的 ・排他的 な利害 関係 の均衡 の
上 に成立す る ものである。資本 に とって は利潤 の,労 働者 に とって は賃金の,
そ して これ らを含 めた消費者 に とっては豊富 で低廉 な商品供給 の源泉 として,
相互 に独立 した利害 の主張が ここに凝縮 され てお り,も しこれ らに共通な理 念
を引 き出そ うとすれぽ,経 済的 には全 く無 内容 な観念的基準 しか得 られない は
ずであ る。公害問題は,こ れ らの主体 の均衡に よつて作 り出 され た産業のあ り
方 に対 して,い わば外圧 として作用 し,こ れを新 しい座標点にシ フ トさせ たの
であ る。
この新 しい座標点 において も,産 業 が資本主義的であ る以 上,再 び均衡 が成
立 しなけれぽな らない し,ま た成立す るであ ろ う。 しか し,そ れ は必然的 に内
部 の諸 主体 の新たな力関係 の均衡 としてあ るはずであ る6つ ま り新 たな座標点
が定着点 としてあ るため には,従 前 の均衡状態を形成 していた諸主体間の力の
バ ラソスは変化 しなけれ ばな らない のであ る。絶対 的 な審判者 や中立的な案 内
者 はそ こには な く,す べ ては依 然と して排他的な利害関係 の対立 の結果 として
のみ定着 す る。その意味 で公害問題 は,新 しい社 会倫理,新 しい産業 管理 の出
発点であ る と同時 に,そ れをめ ぐる諸主体 の抗争の出発点 で もあ る。.
公害問題 への産業 の対応 が新 たな抗 争 の出発点 とな る とい うことは,公 害問
題が人 間社会 に どってひ とつのデ ィレソマであ ることを物 語 ってい る。 諸主体
の利害関係 の間 に分解 されて担われてい る資本蓄積,・生活水準 の上昇,豊 富で
多様 な物資 ・用役 の提供 な どの産業 のメ リッ トは,個 々の主体 に とっての利害
関係 であ るだけではな く,総 体 として人間社 会の物質代 謝を遂行す るもので も
あ る。価値関係 とい う,す ぐれて個 別的利害関係 の対立的関係 を媒介 に しなが1
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ら,そ の過程 の結果 は物質代謝 とい うす ぐれて素材的 な社 会的充足 を果す もの
で
として,産 業 におけ る諸主体 の相互関係 は存在 して いるの で あ る(マルクスが
再生産過程を素材的観点から分析 していることを想起すべ きである。{2りしたが って,
個 々の主体 の利害関係 は常 に部分的 であ り,そ れ らの聞の抗争を通 じて,実 現
する均衡において,言 いかえれば,公 害 に対 す る個 々の主 体 の主 張が 妥協せ し
め られ る状 態において,は じめて公害問題 は産業 のあ り方 に投影 され るの であ
る。
2
反公害運動 におし・て今 日まで 中心的役 割を担 って きている住民運動 について
も,こ の事情 は変 らない。宮本憲一氏が住民運動 の理念 について地域 エ ゴイズ
ム以外にあ り得ない とし,そ の ままのあ り方 で十分意義の あ ることと評価 して
いること は,正 当である。〔3}公害問題 の展 開の端緒 は常 に この よ うな個別性 を
纏ってい るし,ま た纒 わ ざるを得ないのであ る。 しか し同時 に,こ れが公害 問
題 の 「解決 」の方策 を示す ものではない ことも,ま た明 白であ る。住民運動 が
公害問題 を解決 し得 ないのは,単 にそれ が地域的 に分断 され てい るか らで もな
く(全国的に連合 しても事情は変 らない),ゴ ミ公害 に見 られ る よ うに地域間 で利
害が対立す るか らで もない。それ が産業 のあ り方 とかかわ る条 件において部分
的だか らであ り,い か に拡 大 して も消費者 としてのかか わ り方 以上 の ものを出
ないか らであ る。48年度 「経済 白書」は,卸 売物価 の急騰 の原 因を供給不足 に
求め,そ れを作 り出した要 因の分析 として,こ れ までの土地確保 の困難や労働
力不足 とい う要因以上に,公 害問題 が投備投資を阻害す るに いた ってい る,と
述べている。{4)反公害運動の高揚が生産能力拡張 のため の設備投資 を困難 に し,
供給力不足を招 いて需要増大が物価上昇 に短絡す るとい うこの図式は,大 企業
の在庫積み増 し(「買占め」)とい う よ うな別の要 因を隠蔽す るものであ るとい
う批判が正 しい として も,こ の図式に示 されてい る因果関係が一定 の範囲 で事
実に もとつ いている ことは否定 し得 ない。住民運動 は この よ うな因果 関係 に影 ・
響を与えるよ うな理念を包摂 してはいない し,ま た包摂すべ き立場 に もない。















否定す るこ と一 が可能 で ない ことが 自明であ る以上,物 質代 謝の規模 の縮小
か,そ のあ り方 の転 換以外には あ り得 ない。規 模 の縮小 は,お そ らく反 公害運
動 の理想か らは一 歩後退 した,あ る一定 の レヴェル での生産 活動 とい う妥協 を
ともな うであ ろ う。 また そのあ り方 の転換は,さ しあた ってぽ不明確 な政策 目
標 であ ることを免れ得 ないであ ろ う(林道義氏の言 う 「生活態度ξ してのurban
cxodus」という考え方に,高度経済成長政策への暗喩 としては共鳴しながらも,H本 資
本主義がくぐ り抜けて来た国際経済関係におけるその現実的な可能性を疑 うのは,筆 者
だけではあるまい)。⑤
この ような こ とは,住 民運動 の 「欠 陥」を意味 す るもの ではない。住 民運動
とは,あ るいは よ り一般的 に消費者 的立場か らの運動 とは,も ともとここに述
べた よ うな意 味での 「政 策」 の主体 ではあ り得 ないのであ って,そ の理 由は,
'すでに述べた よ うに,そ れ が個 別的 な利害関係 を代 表す るもの以外 ではあ り得
ないか らであ る。、ζの理 由で住民運動や 消費者運動 を論難す る必要は全 くない
… し,ま た正 しくもない。われ われ は この ことか ら 「反公害運動 ⊥で最 も純粋で
最 も強 力な ものが,「 反公害政策 」において最 も有効 な ものでは ない ことを,
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まず確 認 す れ ば足 り.るの で あ る。1・
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(・)・畔 噸 」迦 迦 妄科趣 き繊 勘 かけ,襯な諦勘 星砧
しているが,筆 者に はそゐ展 開のお もむ くところ,人 白問題 に帰着す る議論の方 向
をた どる ように思われ るoこ:こではそのような広ガ りでの論議 をフiロ'一`,すゐ 余裕
が ないが,か りにそれだけの広 が りを必要 とす る問題 であるとして も,現 代社会の
分析 にとって直 ちにそれに接合する,ことは飛躍 に過 ぎることであ り,公 害問題独 自
の赫 を放棄する ・とにつ なが る と計 ざるを得 ない。 中村静 治氏已 る説融 な
指摘(「経済学 と技術論」「書 斎の窓」217号一 「経済学基礎 セ ミナr6現 代技術論
よ り要約r)に 筆者 は深い感銘を受け、る。i ,.,
(2)Yルクス 「資本論」第2部 第1編 第3章,青 木文庫版(5)128頁以下参照。
(3)「住民運 動の理念 についてですが,横 浜の貨物線設置反対運動をやつている指導
S者 が
,'地域 エゴイズムでいいと断言 しているわけです6←元来住民運動は地域エゴイ
ズムなんだジ 地域 エゴィズみがいけない とい うけれ どもば それ以外に理念 があ・る:め
か 、 とい うん で す。 …私}‡そ の とお りだ.と感 ず るので す亨」村 田 喜代 治 編 「公 害 問題 の
考 え方 」1971年,349頁。
(4>「鞠48年 度 締 白書」27鯵 照.'"・'…'i
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全 く対 照的 な行動だが漁協側 は これ を労組の苦 しまぎれ の行動 と受 け取 った よ
うだ」(毎 日,48.8.23)とい うような椰 楡を放 った り,「現体制の 中で,労 組指
導者や労働者一人 々々の自覚 に待つほか はある まい」(同;7,5社説)と 突 き放
した りす る心情 には到底われわれは な り切 れ な い,な ぜ な ら・労 働者 がその
よ うな'「苦 しまぎれ の行動」に走 らざ るを得 ない境 遇に同情 を感 ず ると共に,
労働者が その ような境遇にあ るこ とを不 当な ご.とであ ると考 えざ るを得 ないか
らであ る。 、'
さきに述べた産業 へ のかかわ り合い におけ る ひ と つ の主体 としての労働 者
は,資 本が組織す る生産過程へ契 約を通 じて包摂 され,資 本 の活動 としての生
産 に被 支配的に従 事 してい る。 「労働 者は,彼 の労働 の帰属者た る資本家 の統
　 ひ コ の 　
制 の もとで労働す る」のであ り,「 彼が資本 家の作業場 にはいった瞬間 か ら,



















の闘いに矢面に立つ こ とは おろか協 力 もせず,時 として これを非難す る階級や
階層が,そ の 自 らの階級や階 層の利 益のた めに労働者 を奔命 に疲れ しめ るよ う
な現在の誤 った風潮」{2}と宮 島尚史氏 が怒 りを こめて書いてお られ るこ と に,
筆者 もまた深 い共 鳴を覚 え る。 また 白井泰四郎氏が 「外部が,と くに,ジ ャー
ナ リステ ィックな,セ ンセー シ ョナルな形 で労働組合 の責任 だ とい うことを簡
単にいって,し か も企業責任 を労働 組合に も分担 させ よう,そ うい う姿勢 があ
りますね。公害 闘争 を きちん とや らない組合 は企業 ベ ッタ リで,労 働 組合 じゃ
ない とい うよ うな きめつ け方 を し て,そ れが一・部では歓迎 され る とい う風潮
は,確 かに ある と思 うんです」{3)と語 ってお られ ることに も全 く同 意で き る。
企業 の中 で働 いている労働者 が,自 分 の意思で作業 の 目的を定 あ,自 分の意思
で作業 を進 め,自 分の意思 で作業 を止 め る権利 をす でに放棄 させ られ てい る存
在であ ることを知 って,あ え てなおその作業 の結果 についての責任を追及す る
ことは,こ の労働者が 自分 の意思でその業務を拒否す ることか ら生ず る一切 の
不利益を,我 身 に代 えて補償す る用 意 な くしては不可能 であ る。工場 の事故で
生 じた公害 に対す る地域住民 への 申訳に,現 場責任者 とい う名 目で労働者 が処
分された り(本州化学での聴取調査による),過密 ダイヤの結果 として生 じた列車
事故で,職 務上過失 とい う理 由で運転手 が下獄 した り(三河島事故)す るこ とが
その まま放置 され ている現状 で,果 た して労働組合 に反公害闘争 を強要 し得 る
資格のある者が 多 く存在す るであろ うか。
2
このよ うな ことが自明な こ とであ るに もかか わ らず,な お反 公害運 動 に労働
組合が参加す ることが要 求 され るのは何故 であろ うか 。 しば しば言 われ る よう
に・公害防止 は発生源 において防止 す るこ とが最上 の策 であ り,発 生 源で働 く
労働者 こそ それ を遂行す る最良 の位 置にい るか らで あ ろ うか 。ω これは 余 りに
も便宜主義的 である。彼 が この 「最 良 の位 置」 を占めてい るのは,監 督官 とし
てではな く,そ の企業 の作業員 としてであ る。彼には監督官 の持つ 身分保証 も
調査権限 も,ま た,そ の よ うな本来 の職務 ではない ことをす る寸刻 の時間 さえ
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としての行動様 式に基礎 を置 くものであ ることか ら当然であ り,労働組合運 動
を直 ちに労働 者階級の階級闘争 と等置 し得 ない こ とは一一 しば しばその ような
誤 りが横行 してい るとは いえ一 初 歩的 な原則であ る。労働 組合は,そ れ が形
成されてい る論理 に したが って運動 し,そ の運動 の展開 の結果 として のみ上述
の可能性に接近す るのであ って,無 媒介 に階級闘争 に接合 され得 る ものではな
い。 これを短絡せ しめ るこ とは は じめか ら労働組合 とい う労働者組織を無視す
ることと同 じであ り,労 働組合員 としての労働者 を労働者階級一般 の中の一人
に分解す る ことになるで あろ う。 そ してその結果 は,圧 倒的 多数 の労働者 を運
動か ら脱落 させ る ことに も通ず る。 われわれに とっては,労 働 組合の運動 が ど
の ような条件 で個別的利害関係か ら普 遍的な利害関係 へその論理 を 転 換 す る






















労働者や労働組合が,実際上 は企業 の行動様 式に追随 し,主体性 を喪失 して企業
と同化 してい るとい う批判 であ る。そ の第2は,労 働者 が被支 配的に産 業に組
み込 まれてい る状 態が,労 働組合 の機能 に まで交渉機能 への限定 とい う形 で反
映 してお り,公 害 とい う全 国民的課題 の前 に有効 な政策 を形成 し得ていない,
とい う批判で ある。 、
この2つ の批判 は,ひ とつ の主張の 中に混 然 と含め られ ることも少 な くない
が,異 質な性格 のものであ る。前者が主 張す るものは帰 す るところ労働組合 の
独立 であ り,い わば トレー ド ・ユニオニズ ムであ る。それが労働 組合 に与 えて
いる機能範 囲は団体交渉 に よる資本 の活動 の制約 であ って,し たが って この主
張を貫徹 して も,労 働組合 が反 公害運動 に寄与 す るか否か は,資 本 がそれ に よ
って どの よ うな対応 を示すか にかか ってい る。 これに対 して後者 は,労 働 組合
それ 自体が反公害 の原理 に即 した政策実施 の主体 とな る ことを予定 してお り,
資本 の論理 に対抗 して自己の政策 の実現 のために闘 うこ とがそ の本来 の機能 と
され ている。 ここでは交渉 は労資 相互 の否定 し合 う関係 の顕在化 としてあ り,
交渉 の結果 は常 に未完 の闘争 の過渡的 な,不 安 定な釣 り合 いを示す もの以上の
ものではない。資本主義的経済 秩序の変革が実 現 しな い限 り,労 働組合 の政策
は絶 えず不 貫徹な状態 に終始 す るのであ って,反 公害運動 はその解 決を見 ない
ままに労働 組合の課題 とされ続け るのである。
公害 問題 が労働組合 に とってデ ィレソマ としそ立 ち現われ るのは,実 は この
点 にある。 公害問題 の解決を 「此岸 」の問題 として,つ ま り当面 の早急に解 決
(103)労 働組合運動 と公害問題13
され るべ き問題 として提起 す るか ぎ り,労働 組合 にはそれ を徹 底 して迫及す る
条件 が欠 けてお り,労 働 組合 の主体性がそれを解決す る こ と を期待す る こと
は,逆 に公害 問題 を 「彼 岸」の問題 に押 しや って しま うことに なる。公害問題
が産業活動 に よる人 間生 活,い な人 間存在へ の脅威 として即 時 の解決 が要求 さ
れてい るのに対 して,労 働組合のそれ との取 組み の可能性 に まつわ る この よ う
な条件 は,ギ ヤップと して意識 され,そ の克服 につ いての多 くの視点を作 り出
すのであ る。
これ らの視点 は,い ずれ もわが国の労働 組合 の現状 への批 判を含ん でいる。
言いか えれば,公 害問題へ の労働組合 の対応 を追及す ることは,た だ単 に労働
組合の政策 におけ る公害政策の欠落を指摘す る ことには終 らず,こ の欠落を生
ぜ しめ る労働 組合 の構造 と機能 へ の批判 にな らざるを得 ない ことが明 らか に さ
れてい る。労働 組合の社会的機能を賃金労働者 の利益擁護 とい う点で了解す る
社会的風土の完成 され ている国一 近似的には た とえばイギ リスー において
は,こ れ らの論議は特殊 な見解 と しての評価 を越 え るこ とがな いであろ う。 し
か しわが国においては〉 これ らの主張は,労 働者 お よび労働 組合 の現実 に根拠
を持つ主張 として,将 来 の労働 組合運 動 に大 き く影響 す る 可能性 を持 ってい
る。その理 由は,わ が国 の労働 組合運 動は,戦 後一貫 して労 働者階級 の階級的
一 言いかえれぽ社会主義運動の担い手 としての一 運 動 と,企 業 内の従業 員
集団 としての運動 とい う,大 き く異 った性格 の運動 の間 を揺れ動 いて きた し,
その動揺の都度,労 働者 は社会 主義の実 践者 としての役割 と,心 身 ともに企業
と一連托生 の関係に立 って企業 の利益を代行す る役割 との間 を,つ き動か され





































この論理 の世界 をその もの として可視的に表現 したのは熊沢誠氏 である。「産
業史における労働 組合機能 」(1970年,ミネル ヴァ書房)お よび 「寡 占体制 と労働
組合」(1970年,新評論)の 中で,労 働組合機能 の概 念類型 として 「取 引的組合 ・
主義」「蚕食 的組合主義,1の2類型を析出 した氏は,「真正な労働組合」の機能
の発展の方向 としての後者 について,そ れ を支 える もの として 「労働 の論理」
を打出す 。(3}この 「労働 の論理 」は,'企業社 会の中で貧 困な内容 に堕 されて行
く 「労働 その もの」に対す る労働 者 の固有 の発言権 を基礎 とし,そ れにさ まざ
まの差別を加 え よ うとす る資本 に対抗 して(経 営権を蚕食して),自らの世界を構
築して行 く営 みであ る。それは資本の労務管理 と直接 的な対抗関係を,労 働 が
行なわれ る生産 点において,あ らゆ る側 面で作 り出す ばか りではな く,内 部 統
制を含む労働組合 運動や,こ れを反体制的な運動に組 織 しよ うとす る革新政党
の運動 とも一 定 の距離を作 り出す。 この ように,熊 沢氏 の ・「労働 の論理」は労
働組合運動をe・体制 につい ての 「大所高所論」的 な トータルな認識 の部分的要
因 として把握 す る ものではな く,そ の もの の独 自な領域を独 自の根拠 か ら構 成
.しようとす る試 みである。
しか し,こ の 「労働 の論理」 の実体 は,熊 沢氏に よっても具体的 に規定 され
ない。現実 の労働組合 の歴史 の中で,常 に妥協 の結果 として与 え られている諸
政策に対 して,労 働者が く りか え し行 なってきた批判が依拠す る ところの 「あ
る基準」 としてのそれは,そ の もの としては解 明 され ていない。それは現実 に
示された政策へ の批判 としてのみ与え られ てい るのであって,そ のよ うな状況
において 「翻訳 された政策 」を通 じて しか姿を見せない 「ある もの」で あ る。
筆者ばここで熊 沢氏 の 「説明の不足 」を難ず るつ も りはない。'むしろそれは説
明の不可能 な ものであ ると考 え る。労働組合 の政策 の歴 史的 な展開過程 にたえ
ず登場 し,た えずそれ に戦闘 性を注 ぎ込 も うとして きた労働者的発想 は,そ こ
からい くつか の政策 が 「翻訳 され る」 〈=演繹される)よ うな原理 ではな い。 そ
れは労働組合 の政策 それ 自体 が作 り出す否定 の契機 なのである。た しかに労働
組合がある労働関係 の中に 「安定 」を見 出す とき;そ の政策 は労働者階級 の中
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で一定 の 「大所高所論」 としての内部 規律 を作 り出す。 その ことに よって資本
が労働者 を統 轄す る一 連の差別的政策 は,労 働 組合 に よって合理化 され,固 定
され る。 しか し,こ の 「安定」 を崩す ものは♪ 「労 働の論理」に も とつ く特定
の組合機能 ではな く,安 定 の内部 に存在 しつづけ て きた矛盾であ る。 もしこの
矛盾の中 の否定 の契機 だけを取 出 し〉集合せ しめて も,そ れは単な る観念的操
作 であ って,実 体 とは全 く切離 され てい る。
労働組合 の運動 にた えず戦闘性 を与えつづける理念 を集 約 しう そ れ だ け で
「論理 」を構成 す ることは,た しかに魅惑的な試みであ る。 そ して構成 され た
論理 は純粋であ る。 しか しその純粋性 は,そ れが否定的契機以外 のなに もので
もない ことに よって支 え られてい る。熊沢氏が依拠す る具体的事例が お しなべ
て少数派運動 である ことは極めて示唆的 である。r現 実 の組合機能 がく労働 の
論理〉 を絶 えず要求 に翻 訳す るか ぎ りにおいて,労 働組合 は,さ しあた り体制
的存在 ではあれ,反 体制的存 在であ る」{4}と氏 が述べてお られ るよ うに,<労
働 の論理〉 は 「許 され ざる もの」㈲ として しか具体化 しな いために,そ れ は少
数派運動 の申に,い やむ しろ少数派 であ ることの中にのみ,そ の具体性を発見
し得 るの であ る。 た しか に少数派 運動は労働 組合運動 の展開を作 り出す重要 な
要素 であ る。 しか し,そ れはいわば 「母集 団」 としての労働 組合運動 と対 置 さ
れ る ことに よって,そ の重要 な意義を獲得す る。 「少数派 であ ること」 自体に
意 義があ るのではない。それに もかかわ らず,氏 の方法 に よれ ば,労 働組 合運
動 にお ける本質的 な ものは,否 定的形態 で しか現象 しないのであ る。 これ は氏
が母集団 としての労働組合運動 の内部 矛盾 の外化 である批判的運動 に独立 の論
理性を与 えた こ との結果 であ り,さ らにその根底 には,「同一労働同一賃金 」 と
い う全 く 「体制的」 な原則 をく労働 の論理〉 とい う全 く 「反(超)体 制的 」な




















(2)例えば高橋氏 自身の論点で も,前 掲書に収録 された第2論 文では,企 業別組合克
服 の条件 として産業別組織の役割が強調され てお り,第3,第4論 文では視点が企




(6)熊沢氏の方 法論的領域 での問題点につ いて は,筆 老は別 の機会にふれて きた(拙
稿 「書評 ・岸本英太郎編『労働組合の機能 と組織』」「日本労働協会雑誌」98号,1967
年,お よび拙稿 「労働組合史 の方法について一 熊沢誠'『産業史 におけ る労働組合
機能』 をめ ぐって一 」 東大経済学会 「経済学論集」36巻3号,工970年,'参照)が,
「労働のなかの復権」においては,労 働組合運 動に固有 の一 政党 や労働組合の正
式機関の 「大所高所 論」 か ら区別 された一 もの としての原理 を追究す るとい う視
角か ら,労 働組合の機能は従来 よ り鮮明に規定 されて いる。 そ れ にともなって,
　 　
「平等化 ・標準化」 とい う氏 の労働組合機能 の視点は,労 働 組合の政策 としての規
コ
点からます ます遊離 して,超 体制的な原理 になっている。「平等化 ・標準化」(この
2者をどう関連づ けるか は実は重大な妓路 なのだが)が 労働組合の政策の歴史の中
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で 具体 的 に 持 っ た 意味 と,氏 が これ に 与 え てい る意 義 とは全 く別 の もの で あ る:こと
に注意す る必要があ り,氏 自身 もまたそれ を明確e『意識 して論理構成 している、こと
がその特徴 ある論 旨を生み出 しているのである。 、
(7)労働組合 の政策 についての この ような把握 の仕方を定式化 したの もまた熊沢氏で
ある'eアメ リカ自働 車産業における労働組合運働 が 「排他性」 を先任権条項 のよ う
な形 で展開 した ことの根拠 を見事 に分析 した 「寡 占体制 と労働組合」 の叙述 は○ 当
然 日本の労働組合運動に も適用 され るはずである。 筆者の ζの作品につ いての批判
は 「書評 ・熊沢誠著 寡 占体制 と労働組合」「甲南経済学論集」11巻3号,1970年を
参照。
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しj中 学 ・高校新 卒者 をは じめ とし,農 村の若年労働者 の工場へ の流入を
招いた。
労働組合運動が この 日本経済 の急旋 回に追 いついて行 く過程 は,、しか し,平
坦なものでは なか った。 まず,こ の過程 が企業 が作 り出 した設備投資 ブームを
主導とす る もので あ った こ とか らも うか が える ように,こ の過程の開始に先行


















































































































































































らない。1953年～54年に集中的 に見 られ た合理 化=人 員整理 をめ ぐる紛争が そ
れを物語 るが,こ の過程はわが国の労 働関係 に おけ る力のバ ラソスの揺 れを示
すだけではない。す なわ ち景気後退に よる労働組合の一歩 後退を示 す局 面ではぷ
な く,労 働組合運動 の質 の変化 を含 めた ものだ ったの である。それを 日産,尼
鋼,日 鋼室蘭 での争議を通 じて考 察 してみ よ う。
2
1953年1月1日付 で 日経連 は 「労働協約基準案」を発表 して,こ の年か ら始
まる合理 化のための労働組合対策 の基本姿勢を明 らかに した。 この文書 は,冒
頭か ら 「オープ ン ・シ ョップ制」を原則 としで打 出すな ど,極 めて強硬 な姿勢
を特徴 としてい る。 これは企業別組織 として形成 されたわが国の労働組合運動
が,企 業 の人 事権 と常に接触 しなが ら機能 して き た こ とを真正面か ら取 り上
げ,い わぽ戦後的労働 運動を払拭 しよ うとした画 期的 な挑戦 であ った。 その重
要な論点 は次 の ような ものであ る。
(1)企業 の人 事権 との接触を避 け るため,ユ ニオ ン ・シ ョヅプの原則か らオ
ープソ ・シ ョップの原則に移 るこ と。
② 団体交渉を協 約締結に関連す る範囲に限定す ること。
㈲ 人事問題 について の係 争事項 は職制方 式に もとつ く苦情処理手続 きに よ
って解決 をはか ること。
(4)組合活動は就 業時間外に企業施 設外で行 な うこ とを原則 とす ること。
⑤ 協約有効期間中の争議行為 を排除す るこ と。{2)
ここで一貫 して意図 され ているこ とは,企 業活動に契約に よって包摂 された
労働者の活動領域 を完全 に支配す るこ とであ り,労 働組合活動 をその外側 に押
し出すことである。 その限 りではそれ は労使関係を 「近代化 」す るこ'とに他 な
らなかったが,他 方 では,現 実 の労使関係が企業内的な関係 であ ることはす で
に自明の こととされ,こ の文書 の中で も 「団体交渉は企業 内におけ る労使 の相
互信頼関係を基盤 とす る当事者間 で行われ るべ きで ある」t3)として,現 状 を温
存しようとしていた ことは,そ の意図が,労 使関係の近代化 とい う形 式を と り
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なが ら,事 実 関係 においては労働組合運動 の分解 をはか る ものであった ことは
,明白であった。 もしも労使 の契約関係 とい う自立 した主体相互間 の関係 で労使




























に労働組合 の根 をは った強 い組合 だ と評価 され ていた」〔5}こと自体が,こ の争
議の主要 な問題点 であった。管理職を も包み込み,企 業 の施設を利用 し,就 業
時間内に組合活動を行 な うとい う,戦 後的性格 の労働組合 の 「強 さ」は,争 議
の経過が示す よ うに,第 二組合 の分裂 と急速 な成長 に よって,一 挙 に瓦壊 した
のであ る。
この経過 は,春 闘体制が形成 され るにいた る前段階において,労 働組合 の企
業内活動 が資本 に よって徹底 して制限 され,全 く客体的 な位置に追 いや られ て
いることを知 る ことがで きる。企業別 組合が企業 と一体 である と即断す るこ と
は,春 闘の形成過程 について見 る限 り正 当ではない。
日産 争議 の結果 が全 自動車 の分解 にいた った ことは周知 の ところであ るが,
その原因は,こ の争 議の過程ですでに表面化 していた企業 間競争へ の労 働組合
運動の対応 であった。 日産 の第二組合 である 日産労組をは じめ,ト ヨタ,い す
対こおいて も,企 業 の発展 を前提 にす る労働条件 の改善 とい う路線 が明確 にさ
れるにいた った。16)日産争 議 の翌年 に起 った尼鋼争議 の経過は,資 本間競争 の
激化がわが国の労働組合 の当時の状況 に,い か に強 烈に作用 したかを物 語 って
いる。
1954年3月に尼崎製鋼所 が組合 に提案 した 「非常対策 提案」は,経 営困難 の
打開を一連 の経費節減措置 と賃金減額 に よってはか ろ うとす る方策 であった。
組合は これ を資本 の策略 とす る判断に立 ってω激 しく抵抗 したが,結 果 は企業
の倒産 と全 員解 雇に終 った。 「比較的競争 の少 ない品種 を多角経営 できること
は尼鋼の有 利な特徴 」であ り,「 薄板 や帯鋼 だけ に頼 る会社 よ りは るかに強 固
な企業」であ るとい う組合 の判断 は,そ れ 自体 が正 しか ったか否か は》倒産 が
ただ経理的な帰結 ではな く,労 使関係 も含 めての資本 の総合的 な決定であ る以
上,こ こで判定 し得 ることではないが,こ の時期 に よ うや く開始 され ようとし
ていた鉄鋼資本 の急激な設 備競争を十分把握 していた と9まいえない。いずれに
せよ・.尼鋼の倒産 は,当 時 の労働組合運動 に資本間競争が極めて否定的 に作用
した事情を物語 ってお り,そ の要 因を無視 し得ない ことを教えたのであ る。
そ して,第3の 事例であ る 日鋼室蘭争議は,.この資本 間競争 の も と に おい






























点 としたためであ った。企業別交渉 を積 み上げ る新 しい運動路線 の確認に もか
かわ らず,そ の当面 の帰結 は使 用者 の組織 的な反労働 組合機能の整理 された表
面化 にほか な らなか った。1957年秋 の鉄鋼 での 「一一発零回答 」に象徴 され る よ
うな強力 な資本 の抵 抗は,労 働組合運動の 目標を,そ れ までの全 国民的 な規模
への拡大 とい う路線か ら,「 労 働者 の要 求は多岐広範にわた るが,闘 争 の集約
化とい う立場か ら,こ の共闘は 当面賃上げを中心要求 とし」 て行 くとい う,節
欲的な方針 に転換 したに もかかわ らず,そ の目標達成 を非常 に困難 な ものに し
た。か えって 日経 連指 導下 での使用者の賃 金体系の再 編=定 期昇 給制に よる賃
上げの停止 とい う政策 との闘争 がその主要 な内容 とさえな った のであ った。 日
経連が この時点 で とった賃 金政策 の柱は,「(1)総額賃金 の考 え方 の確立 ・徹底,
(2)生産性向上 と賃 金 との関連 を強 く認 識す る,(3)昇給制度を再検 討す る=定 例
給の合理化,(4)賞与制度 を再検 討す る=臨 時給 の合理 化な どを重点に考 慮すべ
きである」〔9}とい うものであ って,さ らに生産性 との関連については,資 本蓄
積を助長す るた めに,「 賃金は大部分 消費 に向け られ るため及 び賃 金が労働 費
用として企業貯 蓄に向け.られ るべ き価格 に影 響を もつため,生 産性増大 に比 し
賃金上昇をお くらせ,且つ相対 的 に低率上昇に と どめ る ことが要請 され る」:lqと
明確 にその意図 を述 べてい る。克明 にその経過 を追 う余裕 はないが,日 経連 の
このような方針 は,春 闘開始後約5年 間 の労働組合運動 を防衛的 な性格 に押 し
とどめ・民間 での成果達成 が困難 になった ことに よって・官公労を前面 に押 し
出さざるを得ない状況 を作 り出 し,法 制上 の争議権をめ ぐる弱点 を表面化 し,
大量処分一 処 分反対 闘争一 迫 い打 ち処 分 とい う新 しい問題 をひ き起 すにい
たったことは周知 の ところである。 その結果 は,第1表 で見た よ うに,こ の時
期を通 じて民間設備投資 を中心 とす る資本形成が飛躍的 に上昇 し,そ れ に よっ
てGNPが 加 速度 的な増大を続け たに もかか わ らず,個 人消費支 出は算術級数
的な伸びが記録 され るに とどまる とい う,特 徴的 な トレソ ドを残 した のであっ ,
た・よ り端的 な指標 をあげれば,第2表 に示す よ うに,製 造業におけ る付加価
値のうご給与 の占め る割合 は,1960年まで急速 な低下を記録 した のであ る・ そ
してそのことが高度経済成長 を可能 にす るものであった こ とは,論 を また ない
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第2表 製造業にお{ナる労働分配率の推移
(116)

































































第3表 労働省職業安定局:昭 和30～39年職業紹介状況(一 般)(単 位:千 人)
求 職 者 求 人 就 職 就 職 求職倍 充足率
年 月 一 一 件 数 率有効(


























































































合単独 では賃上 げが困難 とな った状況 の もとで,企 業別交渉 の打開策 として形
成 ・展開をみた ものであ る」佃 と総括 された この労 使関係 め構 造は,労 働組合
機能に対す る資本 の抑圧 ・妥協 の この よ うな展開 を含 む ものだ った のであ る。
(1)巾村 隆 英 「戦 後 日本 経 済」 筑 摩 書 房 経 済学 全集 第25巻,1968年,75-一一87頁。
(2)「資 料 戦後20年史 」 第4巻 「労働 」,223頁以 下 参 照。
(3)同上,223頁。
(4)法政 大学 大 原 社 研 「日本 労 働 年 鑑」27集(1955年版),363頁。
(5)塩田庄 兵 衛 「日本 労働 運 動 の歴 史」,1964年,217頁。
(6)大河 内一 男 編 「産 業別 賃 金 決定 の機 構 」,268頁以 下参 照。
(7)前掲 「資 料20年史 ・労 働 」275頁 「尼 鋼 労組 家庭 対 策 部 の ア ピー ル」 参 照。
(8)前掲書298頁 「日鋼 労連 ・室 蘭 争 議 批 判 声 明書 」 お よび 「日鋼室 蘭労 組 ・日鋼労 連
声明 書 へ の公 開 質 問 状」 参 照。
(9)日経 連 「現 下 の賃 金 政策 と賃金 問 題 」1957年.1月,211頁。
㈹ 同上,48頁 。
⑪ 大河 内一 勇 編,前 掲 書,18頁 。





















































































































































大島清 ・榎本正敏 「戦後日本の経済過程」(東 大出版会,1968年)p.128.
の対応 を顕著に し,設 備投資 はその規模を飛躍的 に増大 した。第1図 はそれ を
明瞭に示 し て い る。 規 模の増大 その ものは公害 に直接連続す る現象 ではない
が,一 企業の 「私害!が 「公害 」 として巨大 な災厄を もた らす とい うその一側
面を準備す るものであった こ とは議論 を必要 としないであろ う。
規模の増大を公害に導いた よ り直接的 な要 因は,そ れ が寡 占大企業間の競争
関係の中で,生 産力の増大 を唯一の尺度 として行 なわれた ことであ り,われわ
れの関心か ら見 るな らば,高 度成長 への労使関係 の側面か らの何 らの規制な く
行なわれた こ とであ る。む しろ,労 働力不足が農村か らの大量 の労働力流 出を
生み,こ れが農薬 ρ急激 な普及 となって,そ の生産面 で も消費面で も公害を拡
散したような,ω労働市場の メカニズ ムその も のが公害発生に結びつ く局面を
含みなが ら,こ の過程が進行 した ことである。労働組合が この よ うな変化を規
制することが できなか ったばか りか,む しろそれが作 り出す生産性上昇 に よっ
てのみ団体交渉を有 利に展開 し得tcことは,第5表 に示 され るよ うな,国 際 的
に見て著 しく低 い分配率を持続 し,そ れ に よって高蓄積を可能 な らしめ ざるを



































・メ トのため生産性が停滞していたこの企業は,四 日市コソピナー ト建設によつ
(1乞1) 労働組合運動と公害問題31
第6表 硫安製造ガス源の変化
製 造 方 式 33年 38年
電 ・ 解'
石 炭 ・コー クス
















































(1)「労 働 ・農 民運 動」1970年11月号 の 「農 業t:leける公害 」 特 集 は 多 くの問 題 を指
摘 して 示 唆 的 で あ る。
(2)日本 労働 協 会編 「合理 化 と労 働組 合」1965年所収。
(3)「 合化 労 連20年史 」,1971年,333頁参 照。
(4)た とえ ば四 日市 コ ンビ ナー トの各 企業 の 労働 組 合 は,「 公 害 訴 訟 の被 告企 業 の う
ち中 部電 力 は 同盟,昭 石 四 日市は 全 石油 〔中立 労 連〕,三 菱 油 化,三 菱 モ ンサ ン ト,
三菱化 成 は無所 属,わ ず か に石 原 産 業が 合 化 で あ るが 全民 懇 に参 加 して い る」(本
多淳 亮 他 編 「公害 と労 働者」 法 律文 化 社,1971年,145頁)の よ うな分 布 を 示 して
い る。
(5)白 井泰 四 郎 「労 働 組 合 と公 害 問題 」(「口本労 働 協 会雑 誌」1971年1月 号)10頁(注
1)。
.(6)この課 題 に つい て の 筆者 の 一 応 の見 解 は拙 稿「現代 社会 に おけ る労 働 組 合 の役割」
(「季 刊 労 働 法」92号,1974年6月)に 述 べ て あ るの で,参 照 され た い。
